
（平成２１年４月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

国民年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



旭川国民年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年１月から同年３月まで          

夫は厚生年金保険の被保険者であったが、私は、将来のために国民年金に

任意加入し、国民年金保険料を納付してきた。 

国民年金保険料の納付が苦しくても、納期限には遅れないように納付して

きたので、申立期間の保険料が未納になっていることに納得がいかない。 

家計簿など国民年金保険料を納付していたことを示す資料は無いが、保険

料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、国民年金加入期間において

は、申立期間以外に国民年金保険料の未納が無く、納付意識の高さがうかがえ

る。 

また、社会保険庁のオンライン記録から、申立人は、昭和 50年９月 12日に

国民年金に任意加入している上、申立期間前後の期間の国民年金保険料は納付

済みであることが確認でき、申立期間の前後を通じて生活状況に大きな変化は

認められないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと

考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



旭川国民年金 事案 327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年２月から 63年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年２月から 63年６月まで 

私は、60 歳になる前に、60 歳以降も国民年金に任意加入することができ

ると知り、60歳以降も継続して国民年金保険料を納付していた。 

申立期間について、国民年金の未加入期間となっていることに納得がいか

ないので、納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、60 歳以降も国民年金に任意加入することができると知り、60 歳

以降も継続して国民年金保険料を納付していたと主張しているが、社会保険庁

のオンライン記録から、申立人の国民年金被保険者資格は、60 歳到達時の昭

和 62年２月３日に喪失後、国民年金の高齢任意加入を 63年７月１日にしてい

ることから、申立期間は未加入期間であることが確認できる。 

また、申立人の国民年金の高齢任意加入手続は、資格喪失時の国民年金手帳

記号番号で行われており、申立期間中に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間中に納付した金額を３か月分で「12,000 円か

ら 13,000円くらいであった。」と述べているが、実際に納付した場合の国民年

金保険料額（21,300円から 22,200円）と相違している上、国民年金の高齢任

意加入手続についての記憶が曖昧
あいまい

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

であり、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

  



旭川国民年金 事案 328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

昭和 57年４月に会社を退職して、個人で事業を始めた際に、妻が私の国

民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

国民年金の加入手続の際に受け取った国民年金手帳には、被保険者となっ

た日は「昭和 57年４月 1日」と記載されており、当時の確定申告書も所持

しているので、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、申立人の前後の任意加入者の

資格取得年月日から、昭和 61 年４月ころと推認され、その時点では、申立期

間のうち、57年４月から 59年３月までの期間の国民年金保険料は時効により

納付できない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、社会保険庁のオンライン記録から、申立人は、申立期間のうち、昭和

57年４月から 59年５月までの期間は厚生年金保険第４種被保険者（厚生年金

保険の任意継続制度）であることが確認できる上、申立人が夫婦で申立期間の

国民年金保険料を納付していた資料として提出した 58 年の確定申告書にも、

厚生年金保険料を納付したことを示す「厚生年金 431,545 円」、及び申立人の

妻の国民年金保険料と考えられる「国民年金 68,130 円」との記載がある。こ

のほか、59 年及び 60 年の確定申告書についても１人分の国民年金保険料

（73,470円及び 79,320円）の記載しか無く、申立人が「申立期間当時は妻と

二人で事業を行っており、従業員は使っていなかった。」と述べていることか

ら、当該期間について、申立人の妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付して



いたとは考え難い。 

さらに、申立人が提出した昭和 61 年の確定申告書には、国民年金保険料を

納付したことを示す記載「国民年金 148,020 円」があるものの、当該金額は、

社会保険庁のオンライン記録で納付済みとなっている申立人の妻の 61 年１月

から同年３月までの国民年金保険料 20,220 円、及び申立人と妻の二人の同年

４月から同年 12 月までの国民年金保険料 127,800 円を納付した場合の合計金

額と一致することから、妻が夫婦二人分の国民年金保険料の納付を開始したの

は、61年４月からと考えるのが自然である。 

加えて、申立人は、申立期間における国民年金保険料の納付時期や納付金額

等についての記憶が曖昧
あいまい

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

である上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

  



旭川国民年金 事案 329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年７月から 42 年２月まで期間及び 42 年９月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年７月から 42年２月まで 

② 昭和 42年９月 

 昭和 40 年代に、それまでの未納分の国民年金保険料をまとめて、Ａ町役

場の窓口で納付した。60歳の時に、同町の役場担当者から「完納です。」と

言われたことを覚えているので、申立期間についての保険料を納付していた

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年代に申立期間①及び②の国民年金保険料をまとめて納

付したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、直後

の任意加入者の資格取得年月日から、昭和 46 年６月ころに夫婦連番で払い出

されていることが推認できるところ、社会保険庁の記録により、50年 12月 27

日に 43年４月から 46年３月までの保険料を特例納付し、55年６月 28日に 36

年４月から 38 年６月までの保険料を特例納付していることが確認できるもの

の、申立期間については、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であったこと

から、申立人は国民年金の任意加入被保険者であり、特例納付によって保険料

を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、Ａ町から転居しておらず、別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡は無い。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した時期及び金額につ

いての記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人が申立期間についての国民年金保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



   

  

旭川厚生年金 事案173 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和40年５月から同年12月まで 

             ② 昭和41年から43年まで 

             ③ 昭和53年から55年まで 

    申立期間①は、Ａ社で道路工事や河川護岸工事に従事した。申立期間②

は、Ｂ社でテトラポッド製造に従事した。申立期間③はＣ社でダンプの運

転手として働いた。 

    しかしながら、社会保険事務所に照会したところ、これらの申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答であった。 

    これらすべての申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、雇用保険の加入記録（昭和40年５月14日取得～同年

10月31日離職）及び複数の同僚の証言から、申立人は雇用保険の加入期間に

おいてＡ社に、季節労務者として勤務していたものと推認される。 

しかしながら、当時の上司（現場代理人）は、「季節労務者は厚生年金保

険には加入させず、保険料の控除も無かったと記憶している。」と証言して

おり、複数の同僚の証言から、当時の従業員数は、季節労務者を含めて25人

程度と考えられるところ、社会保険事務所の保管する厚生年金保険被保険者

原票によれば、申立期間における被保険者数は最多で11人である上、当該11

人すべてについて１年以上継続して加入記録が存在しており、春から冬の期

間だけ加入している短期間の被保険者は存在しないことから、申立期間当時、

Ａ社では、季節的に雇用し、雇用期間が１年に満たない従業員については、



   

  

厚生年金保険に加入させていなかったものと推認される。 

また、当時の上司が、申立人にＡ社の就職を紹介したと記憶している同職

種の同僚（人夫頭）については、社会保険庁の管理するオンライン記録によ

れば、申立期間において、同社における厚生年金保険の加入記録が存在せず、

国民年金に加入し国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は平成16年10月に適用事業所ではなくなっており、合併によ

り事業を承継している事業所においても、当時の資料は引き継がれていない

としていることから、申立人の厚生年金保険の適用についての関連資料や証

言を得ることができない。 

加えて、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者原票の整理番号

に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難く、このほ

かに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録（昭和41年４月11日取得～同年

９月11日離職、42年４月18日取得～同年11月17日離職、43年４月17日取得～

同年９月15日離職）及び同僚の証言から、申立人は、雇用保険の加入期間に

おいて、季節労務者としてＢ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「当時、季節労務者は日雇健康保険に加入させて

いたが、厚生年金保険には加入させていなかった。」、「当時の従業員数は、

季節労務者を含めて150人程度であった。」と証言しているところ、社会保

険事務所の保管する厚生年金保険被保険者原票によれば、申立期間における

被保険者数は最多で57人であることから、申立期間当時、同社では、厚生年

金保険に加入しないまま勤務していた従業員が存在していたものと推認され

る。 

また、申立人と同職種の同僚３人は、社会保険庁の管理するオンライン記

録によれば、申立期間について、Ｂ社における厚生年金保険の加入記録が存

在せず、国民年金に加入し保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者原票の整理番号

に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難く、このほ

かに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

申立期間③について、申立人は、昭和53年から55年までＣ社に勤務してい

たと主張しているが、申立人には、52年11月１日（取得）から54年６月26日

（離職）までの期間は別の事業所（Ｄ社）における雇用保険の加入記録が存

在しており、55年４月１日からは別の事業所（Ｅ社）で厚生年金保険の資格

を取得している。一方、複数の同僚からは申立人を覚えている旨の証言を得

ており、Ｃ社における雇用保険の加入記録（昭和54年７月８日取得～55年２



   

  

月11日離職）から、申立人は、申立期間のうち、54年７月８日から55年２月

11日までの期間について同社に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、Ｃ社では、「当時、正社員は厚生年金保険に加入させてい

たが、臨時やアルバイト等の期間の短い人については厚生年金保険に加入さ

せていなかった。」と述べており、同僚の証言から当時の従業員数は30人～

35人程度であったと考えられるところ、同社において申立人の雇用保険の加

入記録が存在する期間における厚生年金保険被保険者数は最多で19人である

ことが確認できることから、同社では、当時、厚生年金保険に加入しないま

ま勤務していた従業員が存在していたものと推認される。 

また、Ｃ社から提出を受けた「昭和54年度元帳（損益計算書）」を見ると、

「臨時傭員費」として給与が支出されている従業員の中に申立人の名前が確

認できる。同社の現役員は、「臨時傭員とは、仕事が忙しい時に仕事をお願

いしていた臨時やアルバイト等の短期雇用者のことであり、厚生年金保険に

ついては希望者にはかけていたと思うが、賃金がそんなに高くなかったので、

臨時傭員のほとんどは厚生年金保険に加入させていなかった。」と証言して

いる。社会保険庁の管理するオンライン記録によれば、「昭和54年度元帳（

損益計算書）」に「臨時傭員費」として給与が支給された旨の記載がある当

時の従業員11人（申立人を含む。）のうち、申立人と同じ職種（ダンプ等の

運転手）であることが確認できた同僚２人を含む９人については、昭和54年

度を通して厚生年金保険の加入記録が存在していない。このため、申立人の

勤務期間が約７か月であることを踏まえれば、この間に支出の費目を変更す

る特段の事情が見当たらない以上、申立人についても厚生年金保険に加入し

ないまま勤務していたものと推認される。 

さらに、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者原票の整理番号

に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難く、このほ

かに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


